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研究成果の概要（和文）：　災害復興経験を踏まえた持続発展可能な防災教育モデルの推進のための国際協力モ
デルの開発に向けて、政策的観点から以下の成果が得られた。第一に、過去20年間の国際防災枠組みにおける教
育の位置づけならびにその変遷過程を明らかにした。第二に、大規模災害からの復興経験のある日本とアジア諸
国、特にインドネシアの2004年インド洋大津波からの復興、2013年スーパー台風ハイアン後のフィリピン国にお
ける防災の主流化に向けた教育政策動向を体系的に提示した。
　上記を踏まえてインドネシア国アチェを事例とした、持続可能な防災教育推進に向けた学校調査を実施、「ミ
ニマム・エッセンシャル」モデルを提案した。

研究成果の概要（英文）：The following results were obtained from a policy point of view towards the 
development of an international cooperation model to promote a sustainable development disaster 
education model based on experience of recovery from disasters.  First, the study has clarified the 
positioning of education in the international disaster risk reduction frameworks and the transition 
process over the past 20 years. Secondly, among countries that have recovery experiences from 
mega-disasters, including Japan, Indonesia and the Philippines in Asia, comparative analysis was 
presented on the educational policy toward the mainstreaming of disaster prevention. Based on the 
above, the study conducted a school survey aimed at promoting sustainable disaster education in 
Banda Aceh, Indonesia, and proposed a "minimum essential" model.

研究分野： 国際開発、学校安全、災害復興、防災
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１．研究開始当初の背景 
 東日本大震災を受け、超長期の災害対策と
して、持続的に継続される防災文化を醸成し
ていくためには、日本の防災教育の経験や教
訓を国際公共財として国際的に積極的に発
信することがますます求められている(藤岡
他、2013)。しかし、学校防災、防災教育に
関する日本からの情報発信は限られており、
また日本の国際協力分野での防災教育支援
は、小規模な案件が大半である。こうした中、
日本発の持続可能な防災教育推進のための
国際協力モデルの開発が国際的にも求めら
れていると言えよう。 
 
２．研究の目的 
(1) 2015 年以降の兵庫行動枠組(HFA)やミ

レニアム開発目標(MDGs)等の国際的政
策枠組の変更を踏まえ、開発における減
災や国際援助機関による防災教育支援
の位置づけ・戦略を明確にする。 

(2) 災害文化継承の観点から、大震災・津波
からの復興経験のあるアジア諸国の防
災教育の取組事例を調査し、その到達点
と問題点を明らかにする。 

(3) (1)(2)と日本の経験を踏まえた国際防災
教育協力モデル構築に向けた方策を検
討する。 

 
３．研究の方法 
(1) 2015 年に最終年を迎える国際的政策枠

組の動向に関する情報収集・国内外フィ
ールド調査(政策文書、文献調査、ヒアリ
ング、会合への参加) 

(2) 大規模災害からの復興経験のあるアジア
諸国ならびに国際協力機関、途上国政府
の防災教育推進に関する海外フィールド
調査（資料収集、ヒアリング） 

(3) わが国における「防災教育・防災管理」
に関する文献、政策文書、各種研修プロ
グラムの情報収集のための国内フィール
ド調査 

(4) 防災文化の醸成と持続発展可能な防災教
育の推進に関する取組みの比較検証およ
び国内外での研究成果の発表 
 

４．研究成果 
災害復興経験を踏まえた持続発展可能な
防災教育モデルの推進のための国際協力
モデルの開発に向けて、政策的観点から
以下の成果が得られた。 

(1) 過去 20 年間の国際防災枠組み(横浜戦略、
兵庫行動枠組み、仙台防災枠組み)におけ
る学校ならびに教育の位置づけならびに
その変遷過程を明らかにした。防災教育
の役割は、一般向けの啓発から学校教育
の現場における教科の中での防災関連知
識の統合、そして教育だけでなく建物の
安全性、防災訓練等の管理と教育をあわ
せた包括的学校安全へと発展進化してい

く過程が示された。 
(2) 大規模災害からの復興経験のあるアジア

諸国、特にインドネシアの 2004 年インド
洋大津波からの復興、2013 年スーパー台
風ハイアン後のフィリピン国における防
災の主流化に向けた教育政策動向を体系
的に提示した。中央レベルでの法整備、
体制整備が大規模災害後、急速にこれら
諸国では進められ、アジア諸国内でもイ
ンドネシアとフィリピンは教育セクター
における防災の主流化が進展している一
方、現場の学校や地域での持続可能な自
律発展的な防災教育の実践には課題が多
く残されている。 

(3) 日本の東日本大震災以降の学校防災をめ
ぐる政策・取組みをレビューし、(2)とあ
わせて国際比較を行った。我が国では、
国際防災戦略の 20 年の歴史と並行して、
1995 年の阪神淡路大震災以降、国内の災
害経験を踏まえて学校防災体制が整備さ
れ、教科における防災の統合が進んでい
ることが確認された。また、包括的学校
安全の考えが 20 年前から既に重視され、
建物の耐震化が並行して進められていた
が、マルチハザードへの備え（特に津波）
や学校の立地等の課題が示されているこ
とが確認された。 

(4) 東日本大震災以降、学校建物の耐震化は
全公立学校で実現、学校安全計画が策定
されるなど、体系的な取り組みが全国的
に推進され強化されている。その一方、
防災力向上に向けた学校と地域の連携に
は多くの課題が残されており、政策レベ
ルでの環境整備に加えて、地域性に基づ
く持続発展可能な防災力向上に向けた取
り組みが課題であることが示された。鍵
は人材育成であり、地域レベルの防災力
向上に向けた、防災リーダーや学校教員、
地域人材の育成が求められている。これ
ら日本の経験や課題・教訓を、英語で国
際発信するとともに、インドネシア、フ
ィリピンとの国際比較研究のベースとし
た。 

(5)  (1)-(4)を踏まえてインドネシア国アチ
ェを事例とした、持続可能な防災教育推
進に向けた学校調査を実施、「ミニマム・
エッセンシャル」モデルを提案した。財
源や人的リソースが限られ、教育の地方
分権化が進む途上国では、日本のように
トップダウンの政策が各学校にまで浸透
し展開されることが難しい。地域に根ざ
した地域のリソースを活用した学校と地
域の連携による防災力向上が求められる
ことが確認された。また、学校では学校
年間計画を活用して、最低限、地域の自
然ハザードに応じた過去の災害経験を踏
まえた避難訓練等を行うような学校レベ
ルでの制度作り、学校教員レベルでのト
レーニングが必要であることが示された。 

(6) 持続可能な防災教育推進から、学校と地



域の連携、地域における持続可能な地域
防災力向上に関する新たな研究課題が示
された。 
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